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再生可能なエネルギー源発電量上位10ヵ国

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）データベース（2023）より筆者作成
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風力発電量上位10ヵ国

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）データベース（2023）より筆者作成
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日本の洋上風力発電の利用可能性と法整備

自然条件
風速 6.5m/x以上
離岸距離 陸から30km以内
水深 200m未満

社会条件・法制度等
国立・国定公園外

令和元年度再生可能エネルギーに関する
ゾーニング基礎情報等の整備・公開等に
関する委託業務報告書」環境省、
（2022）

・2018年11月30日 海洋再生可能エネルギー発電
設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律
（再エネ海域利用法）の採択
・2019年4月施行
- 30年の占有を許容
-地域に協議会を設置
-促進区域を指定
-公募占有計画を認定、占有を許可

経産省資源エネルギー庁資料より著者作成
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_an

d_new/saiene/yojo_furyoku/index.html#pub
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秋田県沿岸 発電設備と漁業地域

写真著者撮影
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項目 質問例

事業実現可能性 洋上風力発電は成功すると思えるか。

地域経済への寄与度
洋上風力発電は地域経済振興に寄与
するか。

本業との相関
洋上風力発電は本業に役立つか、障
害となるか。

事業への関与の可能性
洋上風力発電事業に関わる可能性は
あるか。

関与の継続性・発展性
洋上風力発電に長期的に関与し、相
互発展が見込めるか。

不確実性 懸念材料などはあるか。

その他の課題
今後いかなる課題に取り組む必要が
あるか。

秋田県沖洋上風力発電に関する主な質問項目

10
著者作成



秋田県沖洋上風力発電に関する洋上風力発電に関わるステークホルダーの利害の構図

聞き取り調査結果に基づき著者作成
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分野 経済 環境 社会

課題

------

分野

企業

風力発電事業者 〇 〇 〇 〇 〇
組立・施工会社 〇 〇 〇 〇 〇
保守点検会社 〇 〇 〇 〇 〇
地方銀行 〇 〇 〇 〇 〇
首都圏
大手電力会社 〇 〇 〇
都市銀行 〇 〇

沿岸漁業者 ▲ ▲ 〇
行政
自治体 〇 〇 〇 〇
中央政府 〇 〇
地域社会
地域住民組織 ▲ ▲
NPO ▲ ▲ 〇
大学 〇 〇 〇
〇 期待あり、▲不安あり
GHG（温室効果ガス）

地元
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事業の迅速展開 資本の集約的投下

大手・外資依存
地元企業
の停滞

事業の集約
的展開

風車の密集 漁場への影響

漁場の減少

漁場の維持

設備投資経費
の削減

税収拡大地域・国内経済振興

排出削減

維持管理負担の軽減風車の海岸
への近接

海底送電
ケーブルの
短縮

地域住民生活
不安・懸念

漁場の減少

漁業の衰退

地方税収
の減少

低周波音懸念

景観阻害 心理的圧迫

事業の早期展開

事業の収益性
の向上

観光・レジャー
への影響

効果

負の影響

高い蓋然性

不確実性

凡例

企業

自治体

地域住民

沿岸漁業者

洋上風力発電に関し推定されるステークホルダーへの便益と負の影響

聞き取り調査結果に基づき著者作成
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洋上風力発電普及における社会的受容性の課題

• 企業や自治体が経済効果に高い関心を有している。

• 地域振興、温室効果ガス排出削減、雇用創出といった課題については多くのステークホルダーが共通

して期待を有している。

• 漁業分野では、高齢化、漁獲量減少などと併せ複合的要因による不確実性が感じ取れた。

• 急速な事業展開を目指した大手企業や外資依存は地元企業に不利に働くという懸念も示された。

• 再エネ海域利用法の下での協議会では、電力事業者や漁業者、行政、専門家は構成員となっているが、

地域住民の組織参加はなく、協議会の構成員の多様化、あるいは、補完する組織や制度構築が有用視

できる。

• 悪影響を回避し、最適な事業展開を図る上で、研修や空間利用計画、影響評価や基金設立、便益共有

制度構築等に資する制度展開は効果的と考えられる。

• コミュニティ基金の構想は地域の活性化や融和を促すことが可能で検討の価値がある。

• 洋上風力の推進とその社会的受容を促すには、合意形成や利害調整・便益共有を実現することが肝要

で、そのための一つの方策として、既存の協議会をより包摂的なものへ拡大改革、もしくは、補完的

制度を構築することが望ましく、地域の様々なステークホルダーの参画が可能となるよう大学や研究

機関などとも連携していくことが有用視される。
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